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要旨：一般的に耐震設計では安全性確保に重点がおかれ，地震後の修復性が軽視される。地震被害では補修

費用が過大となり，結局建て替えを余儀なくされた事例が報告されている。本研究では安全性と修復性の影

響因子と考えられる崩壊機構，耐力，剛性，安全限界変位が，損傷量と安全性との関係に及ぼす影響を地震

応答解析を用いて検討した。これに基づき，１層～７層崩壊まで崩壊モードを変化させた時の修復性と安全

性の関係に及ぼす，使用地震波・剛性・耐力，安全限界変位の設定方法の影響が分析され，損傷を分散させ

ることで安全性を確保する際に発生する修復性低下に関する定性的挙動が明らかになった。 
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1. はじめに 

 現在の耐震設計法では，建物各層の梁端部に降伏ヒン

ジを計画した全体崩壊形を形成する設計法が推奨され

ている。これは全層の梁を降伏させることにより地震エ

ネルギーを建物全体で吸収し，各層の変形を小さくする

ことで層崩壊を防ぎ，安全性を確保することが狙いであ

る。しかし兵庫県南部地震では，理想的な全体崩壊形を

形成し人命の安全を確保できたが，建物全体の修復に莫

大な費用が掛り解体・建て替えを余儀なくされる事例が

報告されている。

1) 
 本研究では安全性と修復性を考慮した設計法確立の

ための基礎資料を得ることを目的に，安全性確保と引き

替えに引き起こされる損傷量増加に及ぼす崩壊機構・耐

力・剛性・安全限界変位の影響を地震応答解析を用いて

検討した。 
 
2 安全性と修復性を考慮した性能評価の枠組み 

2.1 修復性を考えた設計 

一般的な鉄筋コンクリート造建物における設計では，

安全性を重視した設計が主であり修復性が考慮されて

いない場合が多い。そこで，本論文で考える設計法では，

大地震に対する設計目標として安全性のみを考えるの

ではなく，修復性を加えて図－1 に示すように，安全性

と修復性を軸とする，２次元座標上で性能評価を行う。

横軸の安全性は，応答変位が安全限界変位に達するのに

必要な地震動の大きさ（地震動倍率α[3.4 節で述べる使

用地震波の大きさを 1 とする]）で定義する。限界変位の

定義方法として２つの方法を用いた。限界変形角 Rmax
を設定する方法と，限界塑性率μmax を設定する方法の

２つである。縦軸の修復性は，本来修復に必要な費用や

時間で定義されるべきであるが，これらを明確にするこ

とは困難であるため，ここでは便宜上，安全限界に達し

たときの各層の層間変形角の合計値ΣR を損傷量とし,
修復性の反比例的指標として用いた。図－1 上での性能

値のプロットにおける，②－②’方向の性能移行は両性能

共に向上もしくは低下させるものである。一方，①－①’
方向の性能移行はどちらか一方の性能を犠牲にしても

う一方の性能を向上させるものであり，この時，両性能

間にはトレードオフ関係が存在すると言う。本研究にお

ける解析結果の考察では，この修復性と安全性のトレー

ドオフ関係に着目し考察を進めた。 
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図－1 修復性-安全性関係のプロット 

 
3 解析概要 
3.1 解析フレーム 
 解析対象建物は階高 3.5m，スパン 6m の 7 層 3スパン

の純ラーメン RC 構造物である。単位床面積あたりの重
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量は 12kN/m2
とし文献 2 より各部材の寸法・強度は表－

1 に示すように決定した。建物のモデル化において，柱・

梁部材は材端バネ法によりモデル化した。各バネの復元

力特性として Degrading tri-linear型，せん断バネはせん断

破壊を想定していないため弾性バネとし，軸バネには引

張，圧縮の剛性を変えた弾性バネを用いた。また，接合

部は剛とした。解析プログラムは SNAP を使用し，減衰

は瞬間剛性比例型で 3%とした，数値積分には Newmark-
β（β=0.25）法を用いた。 
 

表－1 各部材の寸法・コンクリート強度 

柱断面B×Ｄ 梁断面Ｂ×Ｄ Fc

[mm] [mm]
[N/mm

2

]

7F 750×750 450×800 24
6F 750×750 450×800 24
5F 800×800 500×800 24
4F 800×800 500×800 24
3F 850×850 500×850 24
2F 850×850 500×850 24
1F 850×850 500×850 24

 

 
3.2 崩壊機構 

 図－2 のように全体崩壊形の 7 層崩壊モデルから一層

ずつ降伏層を少なくした 7通りの崩壊モードを設定した。

なお問題を簡単にし傾向把握を容易にするため，非降伏

層（図－2 のグレー部分）ではコンクリートの剛性と強

度を大きくして柱と梁を十分に剛とした。 
解析に用いる地震波ごとに動的応答解析を行い，各層

の梁の降伏耐力を調整することにより，降伏層の最大応

答変位が均一に安全限界変位に達するようにし，さらに，

安全限界変位を降伏層の塑性率，または降伏層の層間変

形角で定義する２つのケースを検討するため，降伏層の

安全限界時の塑性率の正負平均値がすべて 5 となるよう

にした「塑性率均一モデル」と，降伏層の安全限界時の

層間変形角の正負平均値がすべて 1/50 となるようにし

した「層間変形角均一モデル」の二つのモデルを設定し

た。また，いずれの崩壊モードでも崩壊機構形成時のベ

ースシア係数 Cb が 0.25 となるように 1階柱脚と降伏層

最上階の柱頭の曲げ耐力を調整した。 
図－3 に塑性率均一モデルでの降伏機構形成時の最大

応答塑性率の分布を，図－4 に層間変形角均一モデルで

の降伏機構形成時の最大応答層間変形角の分布を示す。

ヒンジが発生する降伏層の最大応答塑性率，最大応答変

形角がほぼ設定した値となっており，十分に剛とした非

降伏層の変形が無視できるほど小さくなっていること

が分かる。 
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図－2 崩壊モード 
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図－3 塑性率均一(μmax=5) 

(K1S1P5,KOBE 波) 
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図－4 層間変形角均一（Rmax=1/50） 

（K1S1（R=1/50）,KOBE 波） 

 
3.3 解析パラメータ 

解析パラメータとして剛性・耐力・安全限界変位の設

定法の３つを取った。これらを組み合わせた解析ケース

を一覧にして表－2，表－3 に示す。剛性は 3.1 節で述べ

た解析フレームを基準とし，断面寸法を変えることで

1・2・5 倍とした３ケースを，耐力は柱，梁の降伏曲げ

モーメントを一律に 1・2・3 倍とした３ケースを考える。

表－2 は，塑性率均一の解析ケースであり安全限界塑性

率を 5 として，耐力，剛性のどちらか一方を変化させて

いる。表－3 は層間変形角均一の解析ケースであり，安

全限界変形角 Rmax を 1/50 として耐力，剛性のどちらか

を変化させている。表中に示した解析ケース名の説明を
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図－5 に示す。塑性率 5 は基準モデル(K1S1)でおおよそ

層間変形角 Rmax=0.02[rad]と対応する。また，安全限界

変位δu の設定の際には静的非線形解析を行い，図－6
のように，各階の層せん断力Ｑと変位δの関係をトリリ

ニア化し，降伏変位δy を求め，δy に安全限界塑性率

を掛け限界変位δu を定めた。表－4 に図－6 のトリリニ

ア曲線におけるδy の値を示す。 
表－2 塑性率均一モデルの解析ケース 

解析ケース 安全限界塑性率 剛性[倍率] 耐力[倍率]

K1S1P5 5 1 1
K2S1P5 5 2 1
K5S1P5 5 5 1
K1S2P5 5 1 2
K1S3P5 5 1 3  
表－3 層間変形角均一モデルの解析ケース 

解析ケース 安全限界変位 剛性[倍率] 耐力[倍率]

K1S1(R=1/50) 1/50 1 1
K2S1(R=1/50) 1/50 2 1
K5S1(R=1/50) 1/50 5 1
K1S2(R=1/50) 1/50 1 2
K1S3(R=1/50) 1/50 1 3  

塑性率均一モデル

K○S○P5

剛性の倍率

1,2,5倍
耐力の倍率

1,2,3倍

安全限界塑性率

層間変形角均一モデル

K○S○(R=1/50)

剛性の倍率

1,2,5倍
耐力の倍率

1,2,3倍

安全限界変形角

 
図－5 解析ケース名 

 
図－6 ７層崩壊 Q-δ曲線とモデル化 

表－4 変位δｙ 
F1 F2 F3 F4 F5 F6 F7

δy[mm] 14.41 15.62 15.93 16.57 15.81 15.01 11.69  
3.4 使用地震波 

使用地震波は，原波で最大加速度 821 cm/s2
の兵庫県南

部地震，神戸海洋気象台波の NS 成分（以下，KOBE 波）

と，構造計画研究所 ARTEQ を用いて，目標スペクトル

を建設省告示第 1461 号に基づく加速度スペクトルに，

建設省告示第 1457 号の第 2 種地盤における地盤増幅率

Gs を乗じて作成した最大加速度 630cm/s2
の KOBE 位相

の告示波（以下, 告示波）を使用した。 
 

4 フレーム解析結果及び考察  

4.1 層間変形角均一と塑性率均一での修復性と安全性の

トレードオフ関係 

KOBE 波と告示波（KOBE 位相）を用いた K1S1
（R=1/50）と K1S1P5 の，安全限界変位に達するのに必

要な地震動倍率αと層間変形角の総和ΣR との関係を図

－7 に示す。損傷を分散させた 7 層崩壊から，集中させ

た 1 層崩壊になるにつれて，図中の左下に向けて直線状

にプロットされており，図－1 の①－①’に示すトレード

オフ関係が，崩壊モードを変えることにより安全性と修

復性関係の間に生じていることが分かる。また，1 層崩

壊から 7 層崩壊までの総損傷量ΣR と地震動倍率αの変

化をみると，地震動倍率の変化倍率よりも損傷量の変化

倍率の方が 2～3 倍程度は大きいことがわかる。すなわ

ち，損傷を分散させることにより安全性を 2 倍とした場

合，図－7 から損傷量は 2 倍ではなく 4～6 倍となること

が分かる。 
層間変形角均一と塑性率均一の違いによる比較を行

うと，両ケースでほぼ同じ線上にプロットされており，

両者の結果に大きな違いは見られなかった。これは，塑

性率μ=5 がほぼ層間変形角 R=1/50 に対応しており，そ

の結果K1S1P5の各層の層間変計角がR=1/50に近い値と

なっていることが影響していると考えられる。地震波の

違いを K1S1P5（塑性率均一モデル）で比較すると，KOBE
波では，1 層崩壊に対して 7 層崩壊は，損傷量ΣR が 7
倍で，地震動倍率は 4.2 倍となる。一方，告示波では，

損傷量は同じ７倍で，地震動倍率は 2.1 倍となった。α

－ΣR 関係のグラフの傾きは，告示波の方が KOBE 波よ

りも倍程度大きくなっていることが分かる。このことは

損傷を分散させることによって安全性を増加させると

き，これに伴う損傷増が，KOBE 波よりも告示波の方が

大きくなっていることを示している。 
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図－7 安全性と修復性のトレードオフ関係 
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4.2 塑性率均一ケースにおける剛性・耐力変化の影響 

図－10 は安全限界塑性率一定（μ=5）で耐力を変化さ

せた解析ケース（図－8 参照），図－11 には安全限界塑

性率一定（μ=5）で剛性を変化させた解析ケース（図－

9参照）の応答解析結果のα－ΣR関係を示す。図－10,11
よりどちらも共通して図－1 の①－①’に示すトレード

オフ関係が見てとれる。図－10 から，耐力 2 倍の K1S2P5
でのα－ΣR 関係は，1 層崩壊形に対して 7 層崩壊は，

損傷量が 9.7 倍，地震動倍率が 3.6 倍となり，耐力 3 倍

の K1S3P では，損傷量が 11 倍，地震動倍率が 4 倍にな

ることが分かる。耐力を増加させた場合α－ΣR 関係は，

傾きを維持しつつ右上に移動し，全体として地震動倍率，

損傷量が共に大きくなる（図－1 の①へ移動）傾向とな

った。一方，剛性を増加させた図－11 では，剛性 2 倍の

K2S1P5 で，1 層崩壊形に対して 7 層崩壊形は，損傷量が

9.5 倍，地震動倍率が 3 倍となり，剛性 5 倍の K5S1P5 で

は，損傷量が 9.3 倍，地震動倍率が 1.6 倍となることが

わかる。剛性を増加させた場合は，傾きはほぼ変わらな

いものの，全体として地震動倍率，損傷量がともに小さ

くなる（図－1 の①’へ移動）耐力を変化させた場合とは

逆の傾向となった。塑性率が一定な場合は，耐力を増加

させると，各層の限界変位が大きくなるが，剛性を変化

させると，各層の限界変位が小さくなるため，このよう

な傾向になったと考えられる。 
4.3 層間変形角均一モデルでの剛性・耐力変化の影響 

図－12 の概念図に示すように，剛性固定・耐力増加と

耐力固定・剛性増加の 2 通りで，層間変形角均一

（Rmax=1/50）とし KOBE 波を用いた場合のα－ΣR 関係

を図－13,14 に示した。まず，図－13 に示す剛性を変え

ずに耐力を変化させたモデルに関してはトレードオフ

を成立させながら，耐力の増加につれて，４層崩壊形付

近を中心として反時計回りに回転する結果となってい

る。図－13 から K1S1（R=1/50）の 1 層崩壊の地震動倍

率に対する 7 層崩壊の値は 2.7 倍であるのに対して，

K1S3 の値は 1.2 倍となり，耐力を高くした場合，損傷を

分散させたことによる安全性の増加が弱まる傾向にあ

ることが分かる。次に図－14 に示す耐力を変えずに剛性

を変化させたモデルに関しては，3 層崩壊以上では剛性

の増加につれて，地震動倍率が大きくなる傾向が見て取

れる。しかしながら，図－14 から K5S1（R=1/50）の１

層崩壊に対する７層崩壊の値は 2.6 倍であり，剛性を高

くした場合の安全性の増加率はそれほど大きな値とは

なっていない。 
 
5 等価１質点系への集約 

理想的架構を考えたフレーム地震応答解析を行うこ

とにより，修復性－安全性関係に関する定性的な特徴を

捉えることができた。ここでは，前章までに得られた解
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図－10 安全限界塑性率一定，剛性固定・耐力増加 
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図－11 安全限界塑性率一定，耐力固定・剛性増加 
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図－8 剛性固定・耐力増加，概念図 
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図－9 耐力固定・剛性増加，概念図 
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析結果を理論的に追跡する足がかりとして簡略化した

手法による崩壊機構の異なるフレーム構造の 1質点系へ

の集約を試みる。そして，集約した 1質点系モデルでど

の程度，これまでに述べた修復性と安全性のトレードオ

フ関係がシミュレーション可能か検討を行う。なお，集

約した 1質点系によって，解析可能であることが，確か

められれば，1 質点系を対象にこれまで提案されている

各種理論（エネルギー法や等価線形化法）によって，修

復性－安全性のトレードオフ関係を理論的に追跡可能

であることが示される。 
5.1 １質点への集約方法 

等価１質点の骨格曲線は，ベースシア Qb-代表高さ He

位置での変位量δe で与えた。なお，代表高さ He は式(1)
文献 3)から定まる位置の高さである。骨格曲線の作成手

順を，図－15 に示す。 

∑
∑
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=

⋅

⋅⋅
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i
ii
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i
iii

um

Hum
He

1

1
  (1) 

ここに，mi は各階建物質量，ui は固有モード，Hi は各層

の地上からの高さである。 
①初期剛性 K0 
 フレーム断面を定めた，Ai 分布に基づく外力分布によ

る静的弾性解析時の Qb-δe 関係から得られる弾性剛性

を初期剛性 K
０

とした。 
②降伏点（Qy,δy） 
 降伏時せん断力 Qy=Cb・W(ベースシア係数 Cb，W 建

物全重量)を定め，降伏時剛性 Ky を剛性低下率αy=1/3
として設定した。 
③ひび割れ点 Ac（Qc,δc） 
 ひび割れ耐力Qcは降伏耐力Qyの1/3として設定した。

初期剛性 K0と Qc からひび割れ変形δc を求める。 
④安全限界点 Au（Qu,δu) 
限界変形δu は，Ai 分布に基づく外力 Pi で各層の絶対

変位δiだけ変形させた仕事の各層の総和が，等価 1質点

において外力 P で限界変位δuだけ変形させた仕事と同

等であるとした式(2)をもとに算出した。なお，各層の絶

対変位δi は各層の安全限界変位を基準に定める。一般に

1質点集約時のδu 設定は静的非線形解析から得られる

安全限界時の代表高さ He での水平変位で設定する。こ

こで提案する方法はより簡単にエネルギー的に等価な

モデルに集約することを目的としたものである。 
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図－15 等価１質点の骨格曲線 

 
5.2 等価１質点モデルの精度検証 

作成した等価 1質点の骨格曲線を用いて，地震応答解

析を行い，フレーム構造との比較検証を行った。検証方

法は，１質点の限界変位δu に達するに必要となる地震

動倍率αとフレーム構造において得られたそれを比較
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図－12 層間変形角均一(R=1/50) 概念図 
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図－13 剛性固定・耐力変化 
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図－14 耐力固定・剛性変化 
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するものであり，両者が等しければ，等価な 1質点であ

ると言える。図－16 にフレーム及び１質点の地震動倍率

αの精度検証図を示す。解析ケース，K1S1P5，K1S2
（R=1/50），K2S1（R=1/50）の 3 モデルの１～７層崩壊

として解析を行ったところ，3 モデルとも誤差±20%程
度の範囲内に収まった。フレームの地震動倍率αより１

質点の地震動倍率αの方が小さくなる傾向にあるため，

5.1 節で提案した等価１質点モデルは，安全側の結果を

与え概ねよい精度であることが分かる。 
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図－16 等価１質点の精度検証 

 
6 総括 

本研究では，傾向把握を容易にするために非降伏層を

十分に剛体とした理想的架構に基づき，損傷量ΣR と限

界変形に至るに必要な地震動倍率αとの関係について

検討を行った。また，簡便な 1 質点系への集約を示し，

その妥当性を示した。これより以下の知見を得た。 
(1) 崩壊機構を 1 層崩壊から 7 層崩壊まで変化させる際

の地震動倍率α－損傷量ΣR 関係は，ほぼ直線上に

プロットされる結果となった。 
(2) 地震波によってこのプロットの傾きは異なり，崩壊

機構による安全性確保を行うとき，KOBE 波よりも

告示波（KOBE 位相）の方がより大きな損傷増を生

じることがわかった。 
(3) 損傷を分散させる（１層崩壊から７層崩壊に向けて

崩壊機構を変化させる）ことで安全性を 2 倍とした

場合，一般的な架構（3.1 の解析フレーム）では，

損傷量は 2 倍ではなく 4～6 倍程度の増加となる。 
(4) KOBE 波（原波 NS 成分）では，安全限界塑性率で

降伏層の限界変位を設定した場合，剛性・耐力を変

えても，地震動倍率α－損傷量ΣR 関係の直線プロ

ットの傾きはほぼ変わらなかった。 
(5) 一方，耐力を大きくするとグラフの傾きが大きくな

り，剛性を大きくするとグラフの傾きは小さくなっ

た，この傾きの増加，剛性増では傾きの低下が発生

した。傾きの変化の大きさは耐力を大きくした場合

は顕著であったが剛性を大きくした場合では小さ

かった。 
(6) 限界変位を建物の履歴エネルギーが等価となるよ

うに設定した 1質点モデルは，フレーム構造を用い

た解析における，限界変位に至るに必要な地震動倍

率αを概ねよい精度で推定できた。 
今後の課題 
（1）一般的フレームを用いた解析 
今回は，モデルを単純化し，傾向把握を容易にするた

めに非降伏層を剛体とした理想的架構に基づき，検討を

行った。今後は，非降伏層の剛性を適切に評価したモデ

ルによる検証が必要である。 
（2）修復性-安全性関係分析に対する理論的アプローチ 
今回提案した 1質点モデルについて，今後は地震動倍

率α－損傷量ΣR 関係の理論的な考察を，ED・ND 法

4)

やエネルギー法

5)
を用いて検討する必要がある。 
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